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英 文 抄 録

Toobtainthebasicdatafortheprognosticstudyandtheimprovementofclinical

education,examinationrecordsofcompletedenturecaseswhichweretreatedatthestudent

clinicinNiigataUniversityfrom 1982to1990werestatisticallysurveyed.Thecontentsofl

describedgeneralinformationandclinicalevaluationsof102patients(45malesand57

females)werecollected.Treatmentperiodsfrom theimpressionmakingtotheendof

adjustmentperiodwerecollectedandalsoinvestigatedtherelationshipstothreefactors,that

is,theconditionofridgeresorption,thestabilityofocclusalpositionandtheperiodof

laboratoryprocedures,yieldingthefollowingresults:1)thecontentsofexaminationswere

nearlysimilar totheprevioussurveysinotheruniversities.Nosignificantdifferenceinthe

averagetreatmentperiodateachfactorwasdetected(p<.05);2)themultivariateanalysis

revealedthatthetreatmentperiodofeachcasewasequallyinfluencedbythreefactors.This

resultindicatedthatinordertoprogressthetreatmentforedentulouspatientssmoothlyin

studentclinic,notonlytheridgeresorptionbutothertwofactorsmusttx!takeninto coI唱ideration.
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要 旨

昭和57年2月から平成 2年 1骨 までの8年間の

学生臨床実習において､全部床義歯を製作 した無

歯顎患者男性45症例､女性57症例､合計102症例

を対象として､予後調査と臨床教育のための基礎

的資料を得る目的で､診療記録の統計調査を行っ

た｡調査 した内容は､診療記録に記載された診査

内容と治療期間の2項目である｡

集計 した診査内容は､他大学での調査結果とほ

ぼ額似 していたが､調査 した年代や臨床実習体制

の違いによると思われる差異が認められた｡

治療期間に関しては､印象採得から装着までの

期間と､(∋顎堤の吸収度､(む嘆合位の安定性､(∋

技工に要 した期間､の3要因との関連性を検討 し

た｡その結果､各要因別治療期間の分布からは明

確な関連性は兄いだせなかった｡多変量解析から

は､個々の症例の治療期間に対 して､3要因がほ

ぼ同じ程度の影響を与えていると考えられた｡こ

れらの結果から､臨床実習を円滑に進めるために

は､従来重視されてきた顎堤の吸収度だけでなく､

唆合位の安定性と技工期間にも同等の配慮をする

必要のあることが示唆された｡

Ⅰ.緒 口

無歯顎患者の補綴処置に際し､治療経過ならび

に全部床義歯装着後の経過を観察することは､診

断や治療方針の妥当性を評価できるとともに､良

好な予後を導く貴重な資料を提供する｡ しかし､

これまで無歯顎患者について診査から治療､予後

までを統計的に調べた報告は比較的少ない｡ しか

もその内容は､診査結果や術後経過を各々集計､

検討 したものが主で卜7)､集計結果を臨床術式の

改善や臨床教育の向上の観点から検討 した報告は

ほとんどない｡

そこで､今後の臨床教育のための基礎的資料を

得る目的で､診療記録に記載された診査内容の統

計調査を行った｡さらに､全部床義歯を装着する

までの期間がどのような治療内容に影響されるか

を検討 した｡

ⅠⅠ.研 究 方 法

1.調査対象

昭和57年2月から平成 2年 1月までの8年間の

学生臨床実習において､全部床義歯を製作 した無

歯顎患者男性45症例､女性57症例､合計102症例

を調査対象とした｡治療期間の検討には､片顎全

部床義歯症例と治療中止となった症例を除外 し､

上下顎全部床義歯を装着 した64症例のみを対象と

した ｡

2.調査事項

1)診療記録の診査内容

診療記録に記載された診査内容を項 目別に集計

し､検討した｡診査内容の確認は複数の教官によっ

て行われていたため､最初に診査の客観性を確認

した｡資料を2群に分けて集計､比較 した結果､

ほとんど差が認められなかったため､教官の主観

による差はないものとして､合わせて集計 した｡

2)治療期間とそれに関与する要因

一般的に治療期間とは､診査から装着までの全

ての期間をいう｡ しかし､印象採得までの間の抜

歯や粘膜調整､根面キャップ製作等の前処置の有

無による影響を除き､条件を一定にするため､本

調査では治療期間を印象採得から装着までとして

検討 した｡装着は仮着後の調整によって患者の満

足が得られ､責任教官による最終診査が完了した

時点とした｡

治療期間に強く関与すると思われる要因として

は､

①顎堤の吸収度

(む嘆合位の安定性

③技工に要 した期間

の3要因を考えた｡①顎堤の吸収度は､上下顎の

うち吸収が進行 している方で代表させた｡(む校合

位の安定性は､診療記録に具体的な診査項 目がな

いため､巧交合採得､チェックバイ ト､ゴシックアー

チの各項 目から推察 した｡すなわち､校合採得と

チェックバイ トに要 した治療回数の和とゴシック

アーチの描記所見から評価 した｡③技工に要 した

期間は､技工操作が主となる唆合採得から仮着ま

での期間とした｡
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これら3要因の治療期間に対する影響度を､各

要因別治療期間の分布と､多変量解析数量化 I算

法8)による個々の症例の分析によって求めた｡

ⅠⅠⅠ.結 果

1.診療記録の集計結果

各項目ごとに記載があった症例だけを集計 した｡

1)一般的診査

(1)年齢

37-83歳に分布 し､平均的年齢は65歳であっ

た (図 1)｡

(2)職業

職業を有するものは28% (27例)､有 しない

ものは72% (69例)であった｡

(3)住所

市内から通院 しているものは55% (55例)､

市外からは45% (45例)であった｡

(4)主訴

義歯不安定が最も多く52% (67例)であった｡

次いで阻噂障害が多く､両者を合わせて約80%

を占めた (図2)｡

(5)有床義歯の経験

有床義歯経験は100% (97例)であった｡

(6)有床義歯の経験年数

9カ月～32年の間に分布し､平均11.5年であっ

た (図3)｡
(7)旧義歯の形

初診時に使用 していた義歯の形は､全部床義

歯が上顎79% (77例)､下顎74% (65例)で､

そのうち上下顎とも全部床義歯を装着 していた

ものは60% (57例)であった (表 1)｡

(8)旧義歯に対する満足感

満足が26% (26例)､不満74% (75例)であっ

た｡不満な点は､義歯不安定が最も多く､次い

で阻噛障害であった｡

(9)旧義歯の使用状況

使用 しているものが97% (57例)､使用 して

いないものは3% (2例)であった｡

(10)主な阻噂側

左側は34% (23例)､右側は35% (24例)､両

側は31% (21例)であった｡
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表 1 旧義歯の形

部分床義歯 全部床義歯

(例 )

30

25

20

15

0

5

0

上顎 21% (Zl例) 79% (77例)

下顎 26% (23例) 74% (65例)

上下顎全部床義歯 60% (57例)
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(ll)現在の疾患

何らかの疾患を有するものは44% (42例)､

複数の疾患を有するものは11% (11例)で あっ

た｡疾患別で最も多いのが高血圧､次いで冒腸

疾患､糖尿病､神経痛の順であった (表 2)0

(12)顎関節の異常

開開口時の雑音が9% (9例)に認められた

だけで､他の症状は認められなかった｡

2)口腔内診査

(1)顎堤粘膜の被圧縮性

正常なものは上顎76% (87例)､下顎68%

(64例)であった (表 3)｡

(2)口腔粘膜の圧痛

いずれかの部位に圧痛ありが31% (30例)､

圧痛なしは69% (67例)であった｡

(3)口腔粘膜の異常所見

何 らかの異常が50% (51例)に認められた｡

フラビーガムは31% (33例)に認められ､上顎

のみが22% (23例)､下顎のみが5% (5例)､

上下顎共が5% (5例)であった｡デソチャー

ファイブローマは9% (7例)に認められた｡

(4)顎堤の形態

上顎では ｢高い｣と ｢なだらか｣が多く､下

顎では ｢狭い｣と ｢凹凸｣が多かった (表4)｡

(5)顎堤の吸収度

上顎では､中等度が53% (54例)と最も多く､

次いで僅かが40% (41例)であった｡下顎では､

強度が47% (48例)､次いで中等度が37% (37

例)であった｡このように､顎堤の吸収は上顎

では比較的少なく､下顎では多い傾向があった

(図4)｡

(6)校合圧負担域の広さ

上顎では大が61% (58例)を占めた｡下顎で

は小が44% (37例)､中等度が42% (36例)と

ほぼ同数であった (表 5)｡

(7)口蓋の高さ

高いが6% (6例)､中等度が78% (76例)､

低いが16% (15例)であった｡

(8)顎堤の経過

平面観では､上顎は楕円形と放物線形がほぼ
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表 2 現在の疾患

何 らかの疾患有 44% (42例)

複数の疾患有 11% (11例)

高血圧 14% (13例)

胃腸疾患 7% (7例)

糖尿病 6% (6例)

神経痛 5% (5例)

心臓疾患 4% (4例)

めまい 3% (3例)

(N=96)

表 3 顎堤粘膜の被圧縮性

上顎 下顎

強い 11% (12例) 9% (8例)

正常 76% (87例) 68% (64例)

少ない 13% (15例) 23% (22例)

表4 顎堤の形態

上顎 下顎

高 い 34% (46例) 9% (13例)

偏平 9% (12例) 18% (26例)

狭い 5% (7例) 32% (45例)

添簡 7% (9例) 7% (10例)

なだらか 25% (34例) 13% (19例)

凹凸 20% (27例) 21% (30例)

強度 7% ( 例う虫辰 T/% (7例 )

JI 中等皮 僅か＼＼＼＼＼

■:｣

強度 ＼中等皮 I

僅か 1 6 % (1 6例 )

図4 顎堤の吸収度

表 5 唆合圧負担域の広さ

上顎 下顎

大 61% (58例) 14% (12例)

中 35% (33例) 42% (36例)

小 4% (4例) 44% (37例)
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同数で､下顎は放物線形が最も多かった｡

嘆合採得後に側方から観た顎堤の対向関係で

は､上下顎が後方に向かって開いている型が67

% (56例)と最も多かった (表 6)｡

(9)上顎結節､下顎結節

上顎結節､下顎結節とも中等度が最も多かっ

た｡次いで､上顎では著明と僅かがほぼ同数な

のに対 して､下顎では僅かが33% (30例)を占

めた (表 7)｡

(10)口蓋隆起､下顎隆起

｢目だっている｣｢眼でみえる｣｢さわってわ

かる｣を合わせて､口蓋隆起､下顎隆起が認め

られるものは1各々59% (59例)､33% (33例)

であった (衰8)｡

(ll)顎舌骨筋線の位置と形態

左右で異なるため､片側単位で集計 した｡位

置は高位が32% (52例)､中位が58% (94例)､

低位が10% (16例)で､顎堤頂に対 し深い位置

を走る症例は少なかった｡形態では銃いが41%

(65例)､鈍いが58% (93例)であった (表9)｡

(12)軟口蓋-の移行型

平坦が19% (19例)､正常が76% (74例)､琴

曲が5% (5例)であった｡

(13)晦吐反射

10% (10例)に認められた｡

(14)舌の所見

位置は正常が87% (84例)､後退位が13%

(13例)であった｡大きさは大が12% (11例)､

中が89% (85例)､であった｡運動癖が認めら

れるものは 1% (1例)だけであった｡

表 6 顎堤の経過

上顎 下顎

Ⅴ字形 3% (3例) 5% (4例)

放物線形 37% (36例) 73% (61例)

楕円形 41% (40例) 19% (16例)

円形 12% (12例) 2% (2例)

方形 7% (7例) 1% (1例)

[側面観〕

＼
∴

＼

I
l

29% (24例)

67% (56例)

4% (3例)

表 7 上顎結節､下顎結節

上顎結節 下顎結節

著明 20% (22例) 8% (7例)

中等度 60% (65例) 59% (53例)

僅か 20% (21例) 33% (30例)

表 8 口蓋隆起､下顎隆起

口蓋隆起 下顎隆起

目立 っている 10% (10例) 3% (3例)

眼でみえる 11% (11例) 8% (8例)

さわ ってわかる 38% (38例) 22% (22例)

ない 41% (do例) 67% (68例)

表 9 顎舌骨筋線の位世と形態
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高 い 中等皮 lttい
32% (52例) 58% (94例) 10% (161J/u)

形態 鋭41% (65例 ) 21% (34例) 18% (28例) 2% (3例)
鈍58% (93例 ) 11% (18例) 40% (64例) 7% (11例)

2.治療期間とそれに関与する要因との関連性

1)治療期間

印象採得から装着までの治療期間は2-14カ月､

平均6.8カ月であった (図5)｡なお､診査から仮

着までの期間は2-13カ月､平均5.5カ月 (図6)､

装着までの期間は4-16カ月､平均8.1カ月 (図

7)､仮着後の調整に要 した期間は平均2.4カ月で

あった｡

2)顎堤の吸収度と治療期間

顎堤の吸収度が強度な症例の治療期間は6.4±
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図6 診査から仮着までの期間

2.1カ月､中等度では7.6±2.5カ月､僅かでは7.0

±0.8カ月であった｡各群間に有意差は認められ

なかった (表10)0

3)唆合位の安定性と治療期間

校合採得とチェックバイ トに要 した治療回数の

和ごとの治療期間は､ 1回が6.4±1.9カ月､2回

が6.4±2.3カ月､ 3回が7.1±2.4カ月､4回が

8.2±2.1カ月であった (表11)｡ゴシックアーチ

の描記所見から唆合が安定 していた症例の治療期

間は6.6±1.9カ月､不安定では7.9±3.3カ月であっ

た (表12)｡いずれも有意差は認められなかった｡

4)技工に要 した期間と治療期間

技工期間ごとの治療期間は､ 1カ月未満では

7.1±3.2カ月､ 1-2カ月では6.4±2.1カ月､2

-3カ月では6.8±1.8カ月､ 3カ月以上では7.2

±2.1カ月であった｡技工期間にかかわらず治療

期間はほぼ一定 しており､各群問に有意差は認め

られなかった (表13)｡

5)3要因の影響度

①顎堤の吸収度､⑦唆合位の記録回数､③技

工に要 した期間の3要因を要因アイテム､表10､

11､13で示 した分額をカテゴリー､治療期間を外

的基準として多変量解析法数量化 Ⅰを適用 した｡

この際各症例を調べ､明らかにこの3要因アイテ

ム以外の要因による影響が強いと判断 した13症例

を除いた51症例で計算 した｡

重相関係数Rは0.5748､3要因のカテゴリー数

量の範囲と偏相関係数はそれぞれ､0.935,0.342;

1.295,0.393;1.561,0.375であった (表14)｡
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図 7 診査から装着までの期間

表10 顎堤の吸収度と治療期間

吸収度 割合 治療期間

強度 63% (do例) 6.4±21カ月

中等度 33% (21例) 7.6±2.5カ月

僅か 4% (3例) 7.0±08カ月

表11 唆合位の記録回数と治療期間

記録回数 割合 治療期間

31% (20例) 6.4±19カ月

38% (24例) 6.4±23カ月

17% (11例) 71±2.4カ月

14% (9例) 82±2.1カ月

校合位の記録回数

-校合採得の回数+チェックバイ トの回数

表12 ゴシックアーチ所見と治療期間

所見 割合 治療期間

安定 78% (43例) 6.6±1gヵ月

不安定 22% (12例) 79±33カ月

表13 技工に要した期間と治療期間

技工期間 割合 治療期間

1カ月未満 14% (9例) 7.1±3.2カ月

1- 2カ月 41% (26例) 6.4±2.1カ月

2- 3カ月 22% (14例) 6.8± 1.8カ月

3カ月以上 23% (15例) 7.2±2.1カ月
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表14 数量化 Ⅰ頬による分析結果

要因アイテム カテゴリー 例数 カテゴリー数量 範囲 偏相関係数

強度 33 -0.328

功堤の吸収度 中等度 15 0607 0.935 0.342

僅 か 3 0573

校合位の

記録直数

回 16 -0013

E] 18 10.608 1.295 0.393

回 9 0687

回 8 0.621

1カ月未満 6 -0.758

技工に 1- 2カ月 22 ･-0.227 1.561 0.375

要 した期間 2- 3カ月 12 0802

3カ月以上 11 -0009

重相関係数 R=0.5748(R2=03305)

Ⅳ.考 察

1.調査対象

8年間で102という症例数は､他大学と比較 し

てかなり少なかった｡松本ら1･2)は東京医科歯科大

学で昭和32-35年の3年間に220例､松永ら3)は鶴

見大学で昭和49-51年の2年間に202例の統計調

査を行っている｡これは学生数の相違､ケース制

と1口腔単位制の臨床実習体制の相違や､人口の

割には周辺での開業医数が多いこと､歯科の教育

機関が2校存在する地域性などにも起因するもの

と考えられる｡

2.診療記録の集計結果

本調査では年齢の分布は60歳代が最も多かった

(図1)｡この結果は､松永ら3)の戟告 (39%)と

一致 していたが､松本ら1)の報告では50歳代が最

も多かった (22%)｡これは､松本らの調査が昭

和30年代に行われたもので､現在に比べ口腔衛生

思想の低さと医療制度の不備により､歯牙の喪失

時期が早かったためと考えられる｡

職業は約70%が有 しておらず､性別では女性が

やや多くなっている｡これは､臨床実習に協力し

ていただくには､平 日に比較的長時間都合のつく

必要があるためと考えられる｡

主訴は ｢義歯の不安定｣と ｢阻噂機能の回復｣

の2つが圧倒的に多く､松本ら1)､松永ら2)の戟告

と同様であったっ しか し､本調査と松永ら3)の報

告では義歯の不安定が最も多かったのに対 して､
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松本ら1)の報告では阻噂機能の回復が最も多かっ

た｡松本らの調査当時は､歯の喪失後に補綴処置

を受けずに放置 し､阻噂機能が著しく障害される

までは歯科治療を受けない症例が多かったものと

推察される｡

本調査では全症例が全部床義歯もしくは部分床

義歯を経験 していた｡ しか し､松本ら1)は10%､

松永ら3)は3%と小数ではあるが､有床義歯経験

がないまま全部床義歯を製作 した症例を報告 して

いる｡現在の歯科医療体制から考えて､今後は極

めて稀な症例となるであろうと考えられる｡

主な阻噂側は､左､右､両側がほぼ同じ割合で､

松本ら1)の報告とほぼ同様の結果であった｡全部

床義歯の阻噂側は顎堤の状態､旧義歯の適合状態､

嘆合状態などの影響を受けると考えられる｡ しか

し､今回の調査から阻噂側と顎堤状態との関連性

は認められず､松本ら1)の考察 したとお り､有歯

顎時代の習慣的阻噂側がそのまま移行するものと

考えられる｡

顎関節に異常が認められた割合は9% (9例)

で､松永ら3)の報告と同様な結果であった｡松永

ら3)の報告では関節雑音の他､開口障害､関節痛

等を有する症例も含まれるが､本調査では開閉口

時の関節雑音だけであった｡これ は学生実習での

症例選択基準の違いによるものと考えられる｡

口腔粘膜の圧痛は松本ら2)､松永ら3)の報告 した

約14%と比較 して､本調査では31%とやや高率で

発現 した｡

顎堤の吸収度は､松本らa)の報告とほぼ同様で

あったが､松永ら3)の報告では､下顎に吸収の強

い症例が多かった｡これは､学生臨床実習の症例

としての適否の判断基準が異なることや診査基準

が明確でないためと考えられる｡

唆合圧負担域の広さは､上顎ではほとんどが義

歯製作に問題がないのに対 して､下顎では小のも

のが44%を占め､床外形線の決定と人工歯選択や

排列に配慮が必要な症例が多かった｡この結果は

松本ら2)の報告と同様であった｡

酒井9)は､口蓋隆起の出現頻度を40-60%と報

告 しているが､本調査でもこの報告に近い値 (59

%)であった｡大島ら10)は､下顎隆起の出現頻度
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を36-42%と報告 しているが､本調査では33%と

やや低い値を示 した｡

顎舌骨筋線の位置と形態は､高位のものに鋭い

形態が多かった｡顎堤の吸収が進行 し､顎堤の舌

側縁に顎舌骨筋線が鋭 く突出した症例では､義歯

の動揺と床下粘膜の捧痛が生じやすく､臨床実習

では通常以上の指導を必要とする難症例といえる｡

3.治療期間とそれに関与する要因との関連性

臨床実習では教育効果向上の面から､一定期間

内に一連の診療内容を準備 し､経験させることが

必要である｡また､患者の負担を少なくするため

にも､治療を円滑､効率的に進めることが重要で

ある｡そこで今回は､印象採得から装着までに要

した治療期間を､(∋顎堤の吸収度､(参校合位の安

定性という患者側の要因と､(釘技工に要 した期間

という臨床実習特有の要因との関連性の面から検

討した ｡

1)3要因別治療期間の分布

一般に､顎堤の吸収が強度な症例では印象採得､

唆合採得等の臨床操作に困難なことが多い｡この

ため難症例と考えられ､治療期間も延長するもの

と予想 したが､本調査結果ではむしろ短かった｡

これは､教官の指導が顎堤条件が良好な場合より

も丁寧に行われたり､一部の診療は指導教官が直

接行ったりしたことによると考えられる｡

唆合位が不安定な症例では､巧交合採得に要する

時間は長 くなり､蝋義歯試適時や､義歯完成後に

チェックバイ トを採得して校合位を修正する必要

が生じることが多いと考えられる｡また､ゴシッ

クアーチ措記に際 して､タッピソグポイソトとエ

イペクスとのずれが大きかったり､エイペクスを

明確に措記できないことも多いと考えられる｡そ

こで今回は､臨床操作の回数という量的な面とゴ

シックアーチの所見という質的な面から唆合位の

安定性を評価 した｡その結果､唆合位の記録回数

が多くなるほど治療期間は延長する傾向にあり､

ゴシックアーチの描記所見から唆合位の不安定が

疑われる症例では治療期間が延長 していたが､い

ずれも有意差は認められなかった｡

技工期間は治療期間の中で大きな割合を占める

ため､技工に要 した期間が長ければ治療期間も長

くなると予想 したが､技工期間にかかわらず治療

期間はほぼ一定であった｡このように､-要因別治

療期間の分布からは､明確な関連性は認められな

かった ｡

2)3要因の影響度 ｢

多変量解析の結果からは治療期間の変動のうち､

33% (R2-0.3305)はこれら3つの要因で説明

された｡カテゴ1)-数量あるいは偏相関係数はほ

ぼ等しいことから､この3つの要因はほぼ同じ程

度治療期間に影響 している8)と考えられる｡顎堤

の吸収度は症例の難易度を左右する要因として考

えられ､従来から臨床実習での症例の選択､臨床

指導に際して､十分考慮されてきている｡ しかし

本調査の結果から､臨床実習を円滑に進めるため

には､校合位の安定性と技工期間にも顎堤の吸収

度と同等の配慮をする必要のあることが示唆され

た ｡

したがって､学生には唆合位を決定 し､蝋義歯

試適で再度校合関係を確認する臨床術式を､十分

に指導する必要がある｡ また､義歯製作前にあら

かじめ旧義歯の調整や治療義歯によって唆合位の

安定を図る11)ことは､その後の治療を円滑に行う

ためにも有意義であると考えられる｡さらに､診

査時に唆合位の安定性を十分診査 し､診療記録に

も巧交合位の安定性を評価する項目を新たに追加す

る必要がある｡具体的には､旧義歯での嘆頭蕨合

位の再現性や接触状態､人工歯の唆耗状態､開閉

口路の偏位等の項目が考えられる｡また､校合床

を用いた臨床的誘導法では習慣性阻噂側寄 りに顎

位が記録されやすいこと12)から､ゴシックアーチ

描記を行い､タッピソグポイントのばらつき､エ

イペクスとの距離､方向などを調べること等も有

効であろうと考える｡技工に要する期間は､カテ

ゴリー数量の範囲が最も大きい値を示 したように

治療期間に対する影響が大きく､一定期間内に正

確な補綴物を製作することが求められる｡したがっ

て､基礎実習を含む技工技術指導の重要性が再認

識された｡

3)その他の要因との関連性

これら3要因以外で治療期間に関与する要因と

しては､治療を開始 した時期と臨床実習体制とが
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考えられる｡臨床実習期間の前半と後半を比較す

ると､後半では､担当学生の診療技術が全般的に

向上していること､学生間の情報交換によって失

敗が少なくなること､実習期間内に終了するよう

に努力することなどによって､治療期間が短 くな

ると考えられる｡また､本学では臨床各科での分

散実習が並行 して行われているため､患者の多く

は職業を持っていないものの､通院可能な日時が

制約されて治療約束日の間隔が広がり､治療期間

が延長する結果となる｡しかし､臨床実習に適す

る患者数が少ない現状からは､この2つの要素に

今まで以上に配慮することはできないであろう｡

このように､治療期間には患者､学生､指導教

官､臨床実習体制などの様々な要因が関与 してい

ると考えられるが､今回の調査を基に症例の選択

基準､指導要領を再検討することで､治療を円滑

に進め､臨床教育効果を向上させることができる

ものと考える｡

Ⅴ.結 論

学生臨床実習において全部床義歯を製作 した患

者を対象に､診療記録の診査内容及び治療期間に

ついて検討 し､以下の結論を得た｡

1.集計 した診査内容は､他大学での調査結果と

ほぼ額似 していたが､調査 した年代や臨床実習

体制の違いによると思われる差異が認められた｡

2.(∋顎堤の吸収度､(む唆合位の安定性､(参技工

に要する期間､の各要因別治療期間の分布から

は､治療期間と3要因との間に明確な関連性は

兄いだせなかった｡多変量解析からは､個々の

症例の治療期間に対 して､3要因がほぼ同じ程

度の影響を与えていると考えられた｡したがっ

て､臨床実習を円滑に進めるためには､従来か

ら重要視されてきた顎堤の吸収度だけでなく､

唆合位の安定性と技工期間にも同等の配慮をす

る必要のあることが示唆された｡

稿を終わるに臨み､多変量解析に御協力をいた

だきました本学歯科補綴学第一講座上原重親助手

に感謝いたします｡

なお､本論文の要旨は第24回新潟歯学会総会
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(平成 3年4月)において発表 した｡
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